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１  予算編成の基本方針 
  平成１６年度予算は、「一般廃棄物処理基本計画」に基づき、清掃工場等の

施設整備を推進するほか、これまでの実績や成果を踏まえ、事務事業の一層

の効率的かつ効果的な運営に努めるとともに、安定的な事業運営を行うため、

以下の５つの方針に基づき編成しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①「一般廃棄物処理基本計画」の着実な達成を図ること。 
②経費の見積りにあたっては、これまでの実績を踏まえるとともに、さらなる

創意工夫を図り、コスト縮減に努めること。 

。 

。 

③職員定数については、別に定める「平成１６年度組織及び職員定数について」

に基づき適正化を図り、より効率的かつ効果的な執行体制を構築すること。 
④施設の建設及び改修等にあたっては、計画的に実施するとともに、建設コス

トの縮減に努めること。また、実施後における維持管理費の縮減及び事業運

営の効率化に十分配慮すること

⑤歳入の見積りにあたっては、国庫補助金について国の予算編成の動向に十分

留意し、財源の積極的な確保に努めること。また、その他の自主財源につい

ても見直しを行い、極力、増収に努めること

 

２  歳入歳出予算のまとめ 
    平成１６年度の一般会計予算の総額は、826 億 9,200 万円となり、前年度の
699 億 1,400 万円と比較して、127 億 7,800 万円、18.3％の増となりました。

内訳は、２・３ページの表及びグラフのとおりです。 
    当組合予算の大きな特色は、歳出予算の約９割を清掃費が占めていること
です。清掃費は、「清掃費」（清掃工場等の維持管理及び運営に要する経費）

と「施設整備費」（清掃工場の建設等に要する経費）から成り立っています。 
  平成１６年度予算は、このうち「施設整備費」が前年度に対し約 100 億円

の増となっており、予算総額が増加した主な要因となっています。 
  一方の「清掃費」は、多摩川清掃工場の平年度化や足立清掃工場の本格稼

動に伴う増加要因がありながらも、組織の簡素化や事務事業の見直し等によ

り経費縮減に努めた結果、前年度に対し、約 3 億 8,400 万円の減となってい

ます。 
  また、公債費は、平成１３年度借入分の組合債の元金償還の開始等で、約

30 億 8,700 万円の増となっています。 

  歳入については、「施設整備費」の増額に伴い、その特定財源である国庫支

出金や、組合債が増加しました。その一方で廃棄物処理手数料は約 3億 3,800

万円の減収を見込んでいます。 

  また、公債費など所要経費の増加に伴う各区の負担増を抑制するため「財

政調整基金」から 28 億円を繰り入れる財源対策を図りました。その結果、分

担金及び負担金のうち、各区から納付される「特別区分担金」は、前年度と

比較して約 6,700 万円の減額となりました。なお、平成１６年度の歳入総額

に占める割合は、46.8％となっています。 
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○ 歳入歳出予算 千円

○ 債務負担行為 １０件 千円

○ 組合債 １５件 千円

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率

１ 38,693,848 46.8 38,760,836 55.5 ▲ 66,988 ▲ 0.2

38,693,434 46.8 38,760,199 55.4 ▲ 66,765 ▲ 0.2

２ 16,061,787 19.4 16,398,227 23.5 ▲ 336,440 ▲ 2.1

16,055,664 19.4 16,393,486 23.4 ▲ 337,822 ▲ 2.1

３ 6,013,538 7.3 1,557,214 2.2 4,456,324 286.2

４ 23,000 0.0 0 0.0 23,000 皆増

５ 1,359 0.0 991 0.0 368 37.1

６ 2,800,000 3.4 0 0.0 2,800,000 皆増

７ 300,000 0.4 300,000 0.4 0 0.0

８ 4,113,468 5.0 3,851,732 5.5 261,736 6.8

９ 14,685,000 17.7 9,045,000 12.9 5,640,000 62.4

82,692,000 100.0 69,914,000 100.0 12,778,000 18.3

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率

１ 10,552 0.0 10,765 0.0 ▲ 213 ▲ 2.0

２ 4,510,304 5.4 4,442,372 6.4 67,932 1.5

３ 72,844,363 88.1 63,221,091 90.4 9,623,272 15.2

44,584,012 53.9 44,968,211 64.3 ▲ 384,199 ▲ 0.9

28,260,351 34.2 18,252,880 26.1 10,007,471 54.8

４ 5,026,699 6.1 1,939,701 2.8 3,086,998 159.1

5,026,687 6.1 1,937,701 2.8 3,088,986 159.4

５ 82 0.0 71 0.0 11 15.5

６ 300,000 0.4 300,000 0.4 0 0.0

82,692,000 100.0 69,914,000 100.0 12,778,000 18.3

< 一 般 会 計 予 算 >

議 会 費

使用料及び手数料

８２，６９２，０００

２３，０５５，０００

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

１５年度予算

組 合 債

１４，６８５，０００

歳 入 歳 出 予 算

１５年度予算

歳　　出

諸 収 入

（うち廃棄物処理手数料）

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

区　　　　　　分

分担金及び負担金

（ う ち特別区分担金 ）

比較増（▲）減

比較増（▲）減

歳　　入

都 支 出 金

繰 入 金

歳 入 合 計

１６年度予算

繰 越 金

区　　　　　　分
１６年度予算

総 務 費

歳 出 合 計

( 清 掃 費 ）

（ 施 設 整 備 費 ）

（うち組合債元利償還金）

予 備 費

清 掃 費

公 債 費

諸 支 出 金



(単位：千円）

１５年度

１６年度

歳
 
入

使用料及び
手数料

16,061,787
(19.4%)

国庫支出金
6,013,538
(7.3%)

都支出金
23,000
(0.0%)

財産収入
1,359
(0.0%)

繰入金
2,800,000
(3.4%)

諸収入
4,113,468
(5.0%)

繰越金
300,000
(0.4%)

組合債
14,685,000
(17.7%)

合計
82,692,000
(100.0%)

使用料及び
手数料
16,398,227
(23.5%)

国庫支出金
1,557,214
(2.2%)

財産収入
991
(0.0%)

繰越金
300,000
(0.4%)

諸収入
3,851,732
(5.5%)

組合債
9,045,000
(12.9%)

合計
69,914,000
(100.0%)

分担金及び負担金
（特別区分担金）

38,693,434
(46.8%)

分担金及び負担金
（負担金）

414 (0.0%)

分担金及び負担金
（特別区分担金）
38,760,199

(55.4%)

分担金及び負担金
（負担金）
637 (0.1%)

１５年度

１６年度

歳
　
出

議会費
10,552
(0.0%)
総務費
4,510,304
(5.4%)

清掃費（清掃費）
44,584,012
(53.9%)

清掃費
（施設整備費）
28,260,351
(34.2%)

公債費
5,026,699
(6.1%)

諸支出金
82
(0.0%)

予備費
300,000
(0.4%)

合計

82,692,000

(100.0%)

議会費

(0.0%)
10,765

総務費
4,442,372
(6.4%)

清掃費（清掃費）
44,968,211
(64.3%)

清掃費
（施設整備費）
18,252,880
(26.1%)

公債費
1,939,701
(2.8%)
諸支出金
71
(0.0%)

予備費
300,000
(0.4%)

合計
69,914,000
(100.0%)



説　　　　　　　　　　　　明

7

　世田谷清掃工場の建設に着手する。
（平成１６年度：解体工事、実施設計、
本体工事等）

535,307

志茂ポンプ場の移転に伴い、その跡地
に飛灰搬出設備の整備等の第二期工事を
行う。
（平成１６年度：外構整備基本調査設
計、環境影響事後調査）

京浜島不燃ごみ処理センター内にガス
エンジン発電装置を設置し、大田清掃工
場及び不燃センターで購入する電力を軽
減する。また、発生する蒸気を不燃ごみ
破砕機の防爆用に利用する。

北清掃工場の第二期整備

世田谷清掃工場の建設

ガスエンジン発電装置の設置

2,986,656

11,673

平成１５年７月に稼動した多摩川清掃
工場が平成１６年度に平年度稼動する。
また、足立清掃工場が平成１７年３月か
ら２炉稼動し、併せて灰溶融施設が稼動
する。

震災時等における本庁・工場（所）間
の連絡体制を整備するため、無線機を設
置する。また、光が丘清掃工場に非常用
井戸を設置するほか、震度計の更新等を
行う。

1

2

3

133,226

27,026

4
多摩川清掃工場の平年度化
及び足立清掃工場の２炉稼動

清掃事業総合情報システム
の改修

5

6

214,004

35,639災害対策の充実

溶融スラグの利用促進

項　　　　　　　　　　目

３　平成１６年度予算の特徴

東京都清掃局から引き継いだ現システ
ムは、移管後の各事業主体の分担業務と
に適合を欠く場合が生じ、また、使用ソ
フトウエアの保証期間が終了している。
このため、新たな汎用基本ソフトウエア
などの導入を行い、２３区の清掃事業に
適し、かつ、その運営が円滑となるよう
情報システムを改修する。

（単位：千円）

　予算編成の基本方針に基づき、過去の実績等を踏まえ、事務事業の見直しや経費の縮減
に努めました。一方で、今後の事業展開のために必要とされる経費については重点的に予
算を配分しました。平成１６年度予算の主な特徴は、以下の表のとおりです。なお、施設
整備計画は、５ページの「平成１６年度 施設整備計画一覧」のとおりです。

焼却灰溶融スラグの利用を拡大するた
め、建設資材等として利用上の障害とな
る性状の調査・改善、及び利用促進ＰＲ
事業を実施する。

金　　　額



 

平 成１６年度  施設整備計画一覧 

 

 

（単位：千円） 
区    分  整   備   内   容  事 業 費 

清掃工場の建設  

工場の外構整備等二期工事に着手する。

（北） 

清掃工場の建替えを行う。（世田谷） 

工場用地を取得する。（渋谷） 

 3,545,905  

清掃工場のプラント更新  

ごみ処理設備の全体を更新することによ

り、ダイオキシン類の削減を図る。あわせ

て、灰溶融施設及びスラグ貯留施設を整

備する。 

（足立、葛飾、大井） 

更新工事終了後の環境影響事後調査を

行う。（多摩川） 

 17,359,904  

灰溶融施設の建設  
中央防波堤内側埋立地内に灰溶融施設

を新設する。 
 2,552,986  

清掃工場の施設整備  

既設清掃工場について、施設機能の維

持・向上を図るための整備を行う。 

（飛灰搬出設備整備：大田ほか９工場、二

度計量設備整備：大田ほか６工場、その

他設備整備：杉並清掃工場灰汚水処理

設備整備工事ほか６件） 

 3,718,707  

不燃ごみ処理施設の整備  

中防不燃ごみ処理センターのコンパクタ

設備改造工事を行う。また、京浜島不燃ご

み処理センター内にガスエンジン発電装

置を設置する。 

 772,307  

粗大ごみ処理施設の整備  

粗大ごみ破砕処理施設及び破砕ごみ処

理施設の改修を行い、施設機能の維持・

向上を図る。 

 283,735  

中防管理施設の整備  

中央防波堤内側埋立地内の工事に先立

ち、埋設物等の状況を確認するための調

査を行う。 

 6,888  
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４  主な事務事業の見直し 
  限りある財源を効率的かつ効果的に使用するため、事務事業の見直しを 

 継続的に実施しています。 

  １６年度予算で、見直しを行った主な事務事業は、下表のとおりです。 

 
 

 
 

（単位：千円） 

項      目 影 響 額 説       明 

借り上げ自動車の廃止  ▲１１，９９４ 
 本庁における連絡用自動車 

（１台）の借り上げを廃止する。 

灰溶融炉運転管理の 

民間委託 
   ――― 

平成１７年３月に稼動する足立

清掃工場の灰溶融炉の運転管理

を民間事業者に委託する。 

溶融スラグの有効利用による 

埋立処分料の節減 
 ▲３８，５００ 

溶融スラグを土木資材等へ有効

利用することにより、埋立処分料の

節減を図る。 

不燃ごみ船舶輸送の廃止  ▲１２２，４５０ 

不燃ごみ処理残さの輸送を船舶

から自動車に切換え、経費の節減

を図る。 

大井清掃作業所管理運営の 

民間委託 
 ▲５８，０９９ 

大井清掃作業所の管理運営を 

民間事業者に委託する。 
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５  主な事業の概要 

（１）足立清掃工場の概要 
 
  ○ 所 在 地  足立区西保木間四丁目７番１号 

  ○ 工 事 期 間  平成１１年１２月から平成１７年３月 

  ○ 稼 動 予 定  平成１７年３月   

  ○ 処 理 能 力  焼 却 炉 ７００ｔ／日（３５０ｔ／日×２基） 

           灰溶融炉 １３０ｔ／日（ ６５ｔ／日×２基） 

  ○ 運 転 計 画  １日２４時間の連続運転 

  ○ 搬入ごみ量  ８１６ｔ／日（週６日搬入） 

  ○ 建 築 面 積  約１３，９６４㎡ 

  ○ 工 場 棟  鉄筋鉄骨コンクリート造り、地上６階・地下２階 

  ○ 煙   突  高さ 約１３０ｍ 

  ○ 発 電 設 備  定格出力 １６，２００KW 

  

 

※ 循環型社会づくりに配慮し、既存の建物を有効利用しました。 

※ 廃棄物処理能力の確保を図るため、工場を稼動しながらプラント 

更新事業を実施しています。 

 

 

 

 

 

足立清掃工場のしくみ 
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（２）世田谷清掃工場建設工事の概要 
 
  ○ 所 在 地  世田谷区大蔵一丁目１番１号 

  ○ 工 事 期 間  平成１６年６月から平成１９年１２月（予定） 

  ○ 稼 動 予 定  平成１９年１２月   

  ○ 処 理 能 力  焼 却 炉 ３００ｔ／日（１５０ｔ／日×２基） 

           灰溶融炉 １２０ｔ／日（ ６０ｔ／日×２基） 

  ○ 運 転 計 画  １日２４時間の連続運転 

  ○ 搬入ごみ量  ３５０ｔ／日（週６日搬入） 

  ○ 建 築 面 積  約９，４００㎡（予定） 

  ○ 工 場 棟  鉄筋鉄骨コンクリート造り、地上６階・地下２階 

  ○ 煙   突  高さ 約１００ｍ（既存の外筒を使用） 

  ○ 発 電 設 備  定格出力 ６，１００KW（予定） 

   

※ 世田谷清掃工場は、本年６月に建設工事の契約を締結する予定の 

ため、詳細は変更となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

世田谷清掃工場完成予想図
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（３）プラント更新計画の概要 
 
  平成１６年度は、下表の計画に基づき、足立・大井・葛飾清掃工場のプラ

ント更新工事を実施します。 

 

 

工 場 名 
(焼却炉規模､  

灰溶融炉規模) 

１２ 
年度 
１３ 
年度 
１４ 
年度 
１５ 
年度 
１６ 
年度 
１７

年度 
１８

年度 
１９

年度 

足  立 

清掃工場 
(７００ｔ／日、 

１３０t／日) 

 
       

大  井 

清掃工場 
(６００ｔ／日、 

１８０t／日) 

  
 

     

葛  飾 

清掃工場 
(５００ｔ／日、 

１１０t／日) 

   
 

    

  

 それぞれの施設に共通する設備概要は、以下のとおりです。 

 

 ○ 焼却炉 ： ごみは、最新の自動燃焼制御装置により焼却されます。燃

焼ガス温度は、８５０℃以上で滞留時間を２秒以上とり、ダ

イオキシン類の発生抑制を図ります。 

 ○ 排ガス処理設備 ： 

     ・ろ過式集じん器 

         排ガスを減温塔で急速に冷却させてダイオキシン類の再合        

        成を防止したうえ、ダイオキシン類を含んだばいじんを効率

よく捕集します。 

     ・洗煙塔 

         排ガス中のいおう酸化物・塩化水素・水銀を、苛性ソーダ 

        溶液等により除去します。 

・触媒反応塔 

         排ガス中の窒素酸化物・ダイオキシン類を触媒の働きで分

解します。 

 ○ 灰溶融炉 ： 焼却後の灰を１２００℃以上の高温で加熱溶融します。 

         ダイオキシン類は、高温で加熱処理することにより分解さ

れます。灰は、ガラス質の固化物（スラグ）になり、容積

が約２分の１になります。 
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（４）溶融スラグ有効利用の推進 
 

 溶融スラグ（「スラグ」という。）は、焼却灰を１，２００℃以上の高温で溶

かし、水等により冷却して生成したガラス質の固化物のことです。 

焼却灰は、スラグ化することで、ダイオキシン類を分解し、焼却灰中の重金

属を封じ込めるため、無害化することができます。また、砂の代替品として建

設資材等への利用が可能なことや、容積が焼却灰の約２分の１になるため、最

終処分場の負荷を小さくすることができます。 

 当組合では、平成１３年６月に定めた「焼却灰溶融スラグの利用促進等に関

する方針」に沿ってスラグ利用の推進を図っています。 

  

○ スラグ利用推進 

 スラグの全量有効利用に向けて、現在、次のような取り組みを行っています。 

  ・当組合が行う工事等における積極的な利用 

  ・各区発注する工事等における利用の働きかけ 

・国、東京都、民間事業者等への利用の働きかけ 

 この他、平成１６年度は、スラグＰＲコーナーの設置や、埋戻材としての公

的機関による評価など、用途開発への取り組みも､積極的に行っていきます。 

 

 
○ スラグの供給 

スラグが建設資材等に利用されるため 

には、安全なものが、安定して供給され 

ることが必要であることから、次のよう 

な取り組みを行っています。 

・品質管理基準に基づく安全性の 

確認 

・灰溶融施設に隣接した、貯留施設

の整備 

  ・需要を喚起するような価格の設定 

灰溶融スラグ利用の流れ 

 

  

 

 

灰溶融炉 

焼却灰 

メタルバンカ アルミ

 

アル

 
アルミ選別機
スバンカ 

ミ分  
スラグ
スラグ
スラグ破砕機
スラグ積出ホッパ 

スラグ貯留施設 

利用先へ 

ラグバンカ 

 
スラグ貯留施設へ
スラグ水砕装置
スラグ磁選機
鉄分
再利用
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（５）中防灰溶融施設の概要 
   

 ○ 所 在 地  江東区青海二丁目地先（中央防波堤内側埋立地内） 

  ○ 工 事 期 間  平成１５年６月から平成１８年１２月 

  ○ 稼 動 予 定  平成１８年１２月 

  ○ 施 設 規 模  ４００ｔ／日（１００ｔ／日×４基） 

○ 溶 融 方 式  電気加熱式（プラズマ式溶融炉） 

  ○ 運 転 計 画  １日２４時間の連続運転 

  ○ 搬 入 量  ４６７ｔ／日（焼却灰及び飛灰、週６日搬入） 

  ○ 建 築 面 積  約１２，１００㎡ 

  ○ 工 場 棟  鉄筋鉄骨コンクリート造り、地上６階・地下１階 

  ○ 煙   突  高さ 約８０ｍ 

 

 

 

 中防灰溶融施設のしくみ
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（６）飛灰搬出設備整備の概要 
  

  ○ 飛灰搬出設備とは 

飛灰は、集じん灰及び減温塔等で捕集された“ばいじん”の総称で、

この飛灰を灰溶融施設へ搬出するために、飛灰専用運搬車(タンクロー

リー）に積み込む設備が、飛灰搬出設備です。 

運搬車に積み込まれた飛灰は、灰溶融施設でスラグ化し、有効利用

されます。 

 

 

 ○ １６年度整備工場 

      ・大田清掃工場（第二工場）  ・北清掃工場 

      ・目黒清掃工場        ・新江東清掃工場 

      ・有明清掃工場        ・港清掃工場 

      ・江戸川清掃工場       ・中央清掃工場 

 ・墨田清掃工場        ・千歳清掃工場（基本設計） 

 

 

イメージ図 

 

 

 
＜飛灰搬出棟＞（新設）

飛
灰
貯
留
槽

飛灰積込
設備

飛灰輸送コンベア
(改造・新設）

＜既存工場棟＞

炉、ボイラ 減温塔 バグフィルタ

混練設備

粉砕機
（新設）

空気輸送設備
（新設）

（排ガス）

（非常時）

環境用
集じん器

空気輸送配管
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［参考図］ 

平成16年度 ごみの流れ（予算編成時の集計年量による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ － ＝ 

埋 立 処 分 量 

  １，３５９千ｔ 

   (1,358,553t) 

《最 終 処 分》 《発 生》   《中 間 処 理》 

《資 源

 ４，０５４千ｔ 

  (4,053,907t) 

*焼却残灰を除く 

可 燃 ご み 

 ２，９０１千ｔ 

  (2,901,315t) 

 区収 1,728,137 

 持込 1,168,036 

 管路     5,142 

 

不 燃 ご み 

    ５５０千ｔ 

    (550,442t) 

 区収   522,881 

 持込    27,561 

 

粗 大 ご み 

      ８２千ｔ 

     (82,010t) 

区収    54,510 

 持込    27,500 

 

産業廃棄物等 

    ５１８千ｔ 

    (518,340t) 

 産廃   374,859 

 道路     4,883 

 河川       713 

 都廃   137,885 

 

 

島嶼焼却灰 

       ２千ｔ 

     (1,800t) 

 

２，９０３千ｔ 

(2,902,810t) 

 ３

  

清

２

 

大

 

 

 

破

    ４４千ｔ 

   (44,208t) 

 

７０２千ｔ 

(702,172t) 

 

１８６千ｔ 

(186,362t) 

 

灰溶融炉 

１１５千ｔ 

(115,376t) 

１１４千ｔ 

(113,576t) 

        ５０９千ｔ 

２９２千ｔ 

(292,519t) 

１１０千ｔ 

(109,972t) 

資

１１千ｔ

島嶼 

焼却灰 

２千ｔ 

(1,800t) 

資 源 化 量 

   ４２千ｔ 

   (42,083t) 

中間処理による減量 

     ２，６５３千ｔ 

      (2,653,271t) 

発 生 量 

  ４，０５４千ｔ 

   (4,053,907t) 

*焼却残灰を除く 
 

粗大ごみ破砕

処理施設 

  １６２千ｔ 

 (161,918t) 

 

不燃ごみ処理

センター 

  ５３５千ｔ 

 (534,969t) 

 

 

 

 

選 別 機 

７千ｔ 

(6,708t) 
 化》 

    １２千ｔ 

  (12,705t) 
      

４４７千ｔ 

(447,125t) 

(11,000t)   ３１千ｔ(31,083t) 
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焼  却  量 

，０８９千ｔ 

 (3,089,172t) 

 掃 工 場 

，９５７千ｔ 

(2,957,156t) 

田第二工場 

   ８８千ｔ 

  (87,808t) 

砕ごみ処理施設 
（注）上記のごみ量は、

集計量であり、各区

一致しない。 

  (508,937t) 
 １，３５９千ｔ 

  (1,358,553t) 

 

組合の中間処理

施設で処理され

たもの 

  ９１１千ｔ 

  (911,428t) 

 

 焼却残灰 

     312,716 

 スラグ 

      89,775 

 粗大破砕施設 

      81,584 

 中防不燃ｾﾝﾀｰ 

     397,853 

京浜島不燃ｾﾝﾀｰ 

      25,523 

 選別機 

       3,977 

 

 

 

処分場へ直接搬

入されるもの 

   ４４７千ｔ 

   (447,125t) 

  

産廃 303,099 

 都廃 136,406 

 その他 7,620 
源化されたもの ４２千ｔ(42,083t) 

スラグ有効利用 鉄・アルミ等回収 

組合予算編成時の

の告示ごみ量とは 
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